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第2回生活保護システム等標準化検討会 次第

＜日時・場所＞

令和7年6月4日（水） 14:00～16:00 オンライン開催（Zoom）

＜議題＞

I. 開会

II. 議事

1. 第6回全国意見照会の実施方針

2. 未来の業務のあり方WTの検討の進め方

3. 標準化PMOツールへの意見内容の共有

III.閉会

＜配布資料＞

資料１ 第2回生活保護システム等標準化検討会 事務局資料（本紙）

資料２ 標準仕様書2.2版 改定案（機能要件・帳票詳細要件）

資料３ 全国意見照会資料一式（回答票等）



1.第6回全国意見照会の実施方針
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◼ 今回の意見照会では標準仕様書2.2版の改定内容への意見収集、標準準拠システム移行に係る自治体支援に向けた自治体の移行
状況の把握、介護保険システムと生活保護システムの連携情報について意見収集を行います。

◼ 納付書レイアウトについては、納付書による払込を取り扱う金融機関等に対して意見照会を行う必要性が生じました。
◼ よって、納付書レイアウトについては金融機関等の確認結果を踏まえた上で、今年度の後半で全国自治体に意見照会を行い、標準仕

様書の改版を行う想定です。

1.第6回全国意見照会の実施方針

1.1. 照会内容

照会項目 照会内容

標準仕様書2.2版
の改定内容

• 公金収納デジタル化の実現に必要な納入通知書の作成機能、収納消込機能、eLTAX連携機
能等の機能要件に関して意見収集を行います。

標準化に向けた
自治体の移行状況

• 自治体の標準化支援に向けて、自治体の生活保護システムの運用実態、自治体の標準準拠シ
ステムへの移行状況、移行に向けた課題および厚生労働省へ期待する支援内容について意見
収集を行います。

生活保護システムと
介護保険システムの

連携項目

• みなし介護機関におけるみなし対象範囲拡大等を趣旨とする地方分権一括法の施行に伴い、生
活保護システムの機能要件「介護保険システムと連携し、みなし介護機関のリストを取り込み、管
理できること。」について、介護保険システムとの連携項目の意見収集を行います。
（収集した情報は、今後デジタル庁にデータ要件・連携要件の定義を依頼するにあたって活用します。）

No

1

2

3
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◼ 今年度の全国意見照会では、事務連絡、生活保護システム標準仕様書2.2版（案）、介護保険システムとの連携項目一覧、回答
様式、全国意見照会QA集を自治体に配布します。

1.第6回全国意見照会の実施方針

1.2. 照会資料

• 意見照会の対象となる資料
➢ 生活保護システム標準仕様書2.2版（案）

（機能要件・帳票詳細要件）

➢ 介護保険システムとの連携項目一覧

• 記入欄、記入方法等を整備した回答用の資料
※標準化に向けた自治体の移行状況調査はMicrosoft 
Formsにて回答を収集します。

• 意見照会の目的、依頼事項、照会期間、提出方
法、問い合わせ先等を記載した資料

意見対象

事務連絡

回答様式

資料名称・イメージ 資料概要

• 昨年度の全国意見照会で寄せられた意見・質問に対
する回答集の資料

全国意見照会

QA集

生活保護法のみなし介護機関情報更新時の情報連携に係る質問票（兼回答票）（2/3）
介護保険システムとの連携情報について

No 連携想定項目 項目詳細 要否 理由 その他（必要な場合・不要な場合）理由の記入欄

1 介護機関　名称 登録する介護機関の名称

2 介護機関　所在地 登録する介護機関の所在地

3 介護機関　電話番号 登録する介護機関の電話番号

4 介護機関　FAX番号 登録する介護機関のFAX番号

5 指定年月日 介護保険法の介護機関として指定・許可を受けた年月日

6 廃止年月日 介護保険の介護機関としての登録・事業を廃止した年月日

7 変更年月日 介護保険の介護機関としての登録を変更した年月日

8 休止年月日 介護保険の介護機関としての事業を休止した年月日

9 再開年月日 介護保険の介護機関としての事業を再開した年月日

10 有効期限日 介護保険の事業者として指定有効期限年月日

11 辞退年月日 介護保険の介護機関としての事業を辞退した年月日

12 介護サービス 介護サービスの種類

13 振込先口座　銀行名 介護機関の振込先口座情報

14 振込先口座　取引支店名 介護機関の振込先口座情報

15 振込先口座　口座種別 介護機関の振込先口座情報

16 振込先口座　口座番号 介護機関の振込先口座情報

17 振込先口座　名義人（漢字） 介護機関の振込先口座情報

18 振込先口座　名義人（カナ） 介護機関の振込先口座情報

19 開設者 介護機関の開設者名称（法人名称等含む）

20 開設者住所 介護機関の開設者住所（法人住所等含む）

21 管理者住所 介護機関の管理者の住所（法人住所等含む）

22 管理者氏名 介護機関の管理者の氏名（法人名称等含む）

23 管理者生年月日 介護機関の管理者の生年月日（法人設立年月日等含む）

みなし介護機関の手続き連携範囲の拡大における法改正に伴い、介護機関情報について標準準拠の介護保険システムと生活保護システムとのシステム間連携を行うことを検討しています。連携の際に必要な情報について、以下連携想定項目にて過不足がないかご回答ください。

要否と理由をプルダウンから選択してください。

※　下記一覧表は、生活保護システム標準仕様書2.1版の機能要件（機能ID:0210539の管理項目）、介護扶助運営要領の様式第1号「指定介護機関名簿」をもとに、生活保護システムが介護保険システムから受け取る必要のある介護機関情報として整理したものとなります。

生活保護法のみなし介護機関情報更新時の情報連携に係る質問票（兼回答票）（2/3）
介護保険システムとの連携情報について

No 連携想定項目 項目詳細 要否 理由 その他（必要な場合・不要な場合）理由の記入欄

1 介護機関　名称 登録する介護機関の名称

2 介護機関　所在地 登録する介護機関の所在地

3 介護機関　電話番号 登録する介護機関の電話番号

4 介護機関　FAX番号 登録する介護機関のFAX番号

5 指定年月日 介護保険法の介護機関として指定・許可を受けた年月日

6 廃止年月日 介護保険の介護機関としての登録・事業を廃止した年月日

7 変更年月日 介護保険の介護機関としての登録を変更した年月日

8 休止年月日 介護保険の介護機関としての事業を休止した年月日

9 再開年月日 介護保険の介護機関としての事業を再開した年月日

10 有効期限日 介護保険の事業者として指定有効期限年月日

11 辞退年月日 介護保険の介護機関としての事業を辞退した年月日

12 介護サービス 介護サービスの種類

13 振込先口座　銀行名 介護機関の振込先口座情報

14 振込先口座　取引支店名 介護機関の振込先口座情報

15 振込先口座　口座種別 介護機関の振込先口座情報

16 振込先口座　口座番号 介護機関の振込先口座情報

17 振込先口座　名義人（漢字） 介護機関の振込先口座情報

18 振込先口座　名義人（カナ） 介護機関の振込先口座情報

19 開設者 介護機関の開設者名称（法人名称等含む）

20 開設者住所 介護機関の開設者住所（法人住所等含む）

21 管理者住所 介護機関の管理者の住所（法人住所等含む）

22 管理者氏名 介護機関の管理者の氏名（法人名称等含む）

23 管理者生年月日 介護機関の管理者の生年月日（法人設立年月日等含む）

みなし介護機関の手続き連携範囲の拡大における法改正に伴い、介護機関情報について標準準拠の介護保険システムと生活保護システムとのシステム間連携を行うことを検討しています。連携の際に必要な情報について、以下連携想定項目にて過不足がないかご回答ください。

要否と理由をプルダウンから選択してください。

※　下記一覧表は、生活保護システム標準仕様書2.1版の機能要件（機能ID:0210539の管理項目）、介護扶助運営要領の様式第1号「指定介護機関名簿」をもとに、生活保護システムが介護保険システムから受け取る必要のある介護機関情報として整理したものとなります。
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◼ 今年度の全国意見照会は、昨年度同様に約3週間程度の照会期間を設けて、調査・照会（一斉調査）システム上で資料を公開し、
各都道府県を通じて全国の市区町村に意見照会を行います。

1.第6回全国意見照会の実施方針

1.3. 照会方法・照会期間

6月

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

事務局

厚生労働省

都道府県

市区町村

全国意見照会資料一式を
調査・照会（一斉調査）
システム上で公開

域下の市区町村担当課に
資料一式を送付

照会内容の確認・回答

市区町村担当課資料受領

結果取りまとめ・
事務局宛提出

質問受付・回答 意見結果受領

資料は、事務連絡、説明資料、各

調査票、標準仕様書2.2版案

※ 意見照会の発出日は、現在の想定となります。

▼ 6/4 第2回有識者検討会



2.未来の業務のあり方WTの検討の進め方
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◼ 今年度のWTでは、業務効率化・改善のコンセプト「ケースワーカーの育成・被保護者に向けた対人援助へのシフト」を実現するためにどの
ような解決方法を用いるか、解決方法実現の課題や制約事項にどのように対応するかについて議論する想定です。

2.未来の業務のあり方WTの検討の進め方

2.1. 未来の業務のあり方WT（ワーキングチーム）における検討状況

成果物 本編 別紙1
業務フロー

別紙2
機能・帳票要件

別紙3
帳票一覧

別紙4
帳票詳細要件

別紙5

帳票レイアウト

標準仕様書 2.x版案

論点

• 効率化・改善された生活保護業務の実現に向けた方法の議論
• 実現のための課題の議論・標準仕様書の改版

✓ 解決方法・解決方法実現のための課題を整理した資料
✓ 効率化・改善された生活保護業務の標準仕様書

✓業務効率化・改善のコンセプトの実現に向けた解決方法は何か
✓解決方法実現の課題・制約事項にどのように対応するか
✓標準仕様書を、いつ、どのように改定するか
（※検討会における他の検討事項の状況も考慮しつつ、検討を進める予定）

今年度のWT

業務効率化・改善余地の
意見収集

業務効率化や改善に向けた課題・課題
への対応方法・効率化された生活保護

業務像の整理

✓ 収集した意見・議論の結果を踏まえ
て、問題点を可視化した業務フロー

✓ 生活保護業務の問題点、解決方法
（案）を整理し、可視化した資料

✓ 効率化・改善の観点を踏まえて効率
化された生活保護業務像

✓ 現行業務において、効率化や改善の
余地がある部分はどこか

✓ 効率化・改善された生活保護業務
を実現するための課題（現状と理想
とのギャップ）は何か

昨年度のWT

No. 大分類 小分類 課題概要 検討方針 検討結果 標準仕様書への反映 備考

問題への

解決方法

解決方法実現に

向けた課題

仕様書

への

反映方法

業務区分 生活保護
業務分類 生活保護申請・決定（変更等含む）

業務フロー 保護開始の要否判定及び処分

住民

自治体 職員

随時払がある

Yes

No

関
連
部
署

(

税
・
国
保

介
護
等)

生活保護システム

異動連絡票送付
保護決定

通知書の送付

・生活保護開始・廃止等連絡票

・保護開始決定通知書

catch 1

throw 4

throw 3

随時支給

定例支給

（追加支給を含む）

保護決定通知書

等の作成

生活保護システム

保護却下通知書

等の作成

・保護決定通知書

・生活保護開始・廃止等連絡票

・民生委員通知書

・医療機関連絡票

・介護機関連絡票

・保護申請却下通知書

・境界層該当証明書

・連絡票

（民生委員用保護申請却下通知

書）

等

catch 2

No.45,49（WT意見取りまとめ表の問題のNoに対応）

■問題のパターン：業務フローに不足しているプロセスについての問題

■問題点：市境や県境に住んでいる被保護者が、他都道府県や他市

町村の医療機関を利用する場合などにおいて、他自治体の生活保護指

定医療機関や指定介護機関の確認をする際、HPで一覧公表されてい

ない場合、都度電話にて確認しており、手間がかかっており、聞き取り誤り

が起きる懸念もある。また、他自治体で新規に指定された医療機関の医

療機関コード等を情報収集することに手間がかかっている。

■問題の原因：

・他自治体の指定医療機関や指定介護機関に関する情報を連携できる

仕組みがない

・被保護者が指定医療機関や指定介護機関以外で診察や介護扶助を

受けることが出来ないという、指定医療機関制度、指定介護機関制度が

存在しているため

No.39（WT意見取りまとめ表の問題のNoに対応）

■問題のパターン：業務フローに不足しているプロセスについての問題

■問題点：他自治体が所管の介護事業所の情報を確認する必要があ

る場合に、電話等で情報を把握することが多く、ケースワーカーの負担に

なっている

■問題の原因：福祉事務所と他自治体の福祉事務所間における、介

護施設等に関する情報連携を行う仕組みがない

現在起きている業務の問題 問題の原因（事務局想定） 問題の区分 業務効率化・改善の観点 問題点・課題の解決策（案）

被保護者の情報を紙資料以外で持ち出す手段が無い
事務処理・業務の方法の問

題

システム化

（新技術の採用の検討・帳票のシステム化・手作業のシステム化）

【タブレット端末の活用】

タブレットから生活保護システムが保有する情報を参照できるようにし、事

前のメモ作成を不要にする

個人情報の持ち出しについて、タブレット端末を活用して生活保護システムに

アクセスできる。（紙書類を持ち出すことによる個人情報の流出が生じな

い。）

紙資料での持ち出しは個人情報保護の観点で制限がある
事務処理・業務の方法の問

題

業務実施体制の見直し

（業務処理の分担見直し・制度改正への対応方法や検討の仕方の見直

し・組織的な人材育成体制の確立の検討）

【紙資料の継続利用】

紙資料を継続して持ち出す場合は、個人情報の管理（考え方）に関す

るガイドラインを検討し直し、紙資料の適切な持出ルールを定める

紙書類として持ち出すことが可能な情報を整理し、システム化をしない場合で

も、被保護者の情報の持ち出しを可能とする。

訪問予定の調整の手段が、電話や手紙等の限られた手段しかない
事務処理・業務の方法の問

題

システム化

（新技術の採用の検討・帳票のシステム化・手作業のシステム化）

【効率的な訪問日程調整】

訪問日の日程調整をシステム等の電話や手紙以外の手段で出来るように

する。

訪問日程の調整をシステム等で事前に行うことで不在訪問数が減り、再訪

問のための時間が取られなくなることにより、業務が滞ることが少なくなる。

訪問前の当日の在室確認における双方向の連絡手段が電話以外に無

く、被保護者が電話に気づかない場合などは、訪問しないとケースワーカー

は被保護者の不在を把握できないため

事務処理・業務の方法の問

題

システム化

（新技術の採用の検討・帳票のシステム化・手作業のシステム化）

【効率的な訪問日程調整】

訪問予定をシステムで通知する

（被保護者の携帯端末等にプッシュ型で通知する。）

訪問日程の調整をシステム等で事前に行うことで不在訪問数が減り、再訪

問のための時間が取られなくなることにより、業務が滞ることが少なくなる。

被保護者の情報を紙資料以外で持ち出す手段が無く、システムが保有す

る被保護者の情報を紙資料や画面で訪問先で閲覧できない

事務処理・業務の方法の問

題

システム化

（新技術の採用の検討・帳票のシステム化・手作業のシステム化）

【タブレット端末の活用】

タブレットから生活保護システムが保有する情報を参照できるようにする

タブレット端末を活用して生活保護システムにアクセスできることにより、問い合

わせに対してスムーズに回答ができる。

紙資料での持ち出しは個人情報保護の観点で制限がある
事務処理・業務の方法の問

題

業務実施体制の見直し

（業務処理の分担見直し・制度改正への対応方法や検討の仕方の見直

し・組織的な人材育成体制の確立の検討）

【紙資料の継続利用】

紙資料を継続して持ち出す場合は、個人情報の管理（考え方）に関す

るガイドラインを検討し直し、紙資料の適切な持出ルールを定める

紙書類として持ち出すことが可能な情報を整理し、システム化をしない場合で

も、被保護者の情報の持ち出しを可能とする。

第1回WT ケースワーク①（訪問関連） 4
企業によっては、給与明細等が電子データ化されているケースがあり、その電子

データを紙に印刷してから提出させることは市民サービスの低下となっている

電子データを紙で印刷して提出させているのは、福祉事務所側が申請を受

け付けるための方法が、紙資料提出以外にないため

事務処理・業務の方法の問

題

システム化

（新技術の採用の検討・帳票のシステム化・手作業のシステム化）

【申請方法のオンライン化】

電子申請が可能なシステムの構築を検討する

持参、郵送以外の申請手段を用意することで、被保護者がいつでも申請が

可能となる。

ベテランケースワーカーが持っている被保護者とのかかわり方のノウハウが福

祉事務所全体の集合知として蓄積されていない
CWの役割・能力の問題

システム化

（新技術の採用の検討・帳票のシステム化・手作業のシステム化）

【ケースワーカーの被保護者応対支援】

ノウハウを蓄積したチャットボットなどのツールやシステムを導入し、職員が不

明点は都度質問を行うことが出来るようにする。

システム化により職員の能力差をフォローすることが可能となり、業務効率が改

善する。（被保護者への行政サービスも一定程度の質が担保される）

ベテランケースワーカーが持っている被保護者とのかかわり方のノウハウが福

祉事務所全体の集合知として蓄積されていない
CWの役割・能力の問題

業務実施体制の見直し

（業務処理の分担見直し・制度改正への対応方法や検討の仕方の見直

し・組織的な人材育成体制の確立の検討）

【CWの教育体制・方法の見直し】

ベテランケースワーカーのノウハウを共有する勉強会、ベテランケースワーカー

がメンターとして新任ケースワーカーの指導教育を行う体制を構築する

ノウハウの共有により、職員の能力が一定程度の均一化され、業務の処理時

間が一定となることで、過度な時間外労働を行う職員が少なくなる。

生活保護制度への理解・被保護者とのかかわり方等の必要な能力の獲得

について、職員個人の努力に依存している
CWの役割・能力の問題

業務実施体制の見直し

（業務処理の分担見直し・制度改正への対応方法や検討の仕方の見直

し・組織的な人材育成体制の確立の検討）

【CWの教育体制・方法の見直し】

職員がケースワーカーとして必要な能力を得ることが出来る組織的な教育

体制を構築する

組織的な教育体制により職員の能力を均一化出来ることで、被保護者に提

供する行政サービスについて一定程度の質が担保される。

第1回WT ケースワーク①（訪問関連） 6
生活保護業務の制度改正が生じた際、制度改正直後だと、制度の理解等が

未熟なため、対応に苦慮する

制度改正等の通知を福祉事務所内で回覧するのみで、どのように改正内

容を理解するのか、改正内容を実務にどのように反映させるのか、被保護

者にどのように改正内容を説明するかについて各ケースワーカーの努力に依

存している

事務処理・業務の方法の問

題

業務実施体制の見直し

（業務処理の分担見直し・制度改正への対応方法や検討の仕方の見直

し・組織的な人材育成体制の確立の検討）

【制度変更に対する組織的な検討体制の構築】

法制度改正への対応方法の検討、実務への反映方法、被保護者への内

容説明を組織的に検討する体制を構築する。

組織的に制度改正への対応方法、実務への反映方法、被保護者の説明

内容を検討することで、被保護者に提供する行政サービスについて一定程度

の質が担保される。

被保護者の情報を紙資料以外で持ち出す手段が無い
事務処理・業務の方法の問

題

システム化

（新技術の採用の検討・帳票のシステム化・手作業のシステム化）

【タブレット端末の活用】

タブレットから生活保護システムが保有する情報を参照できるようにし、事

前のメモ作成を不要にする

個人情報の持ち出しについて、タブレット端末を活用して生活保護システムに

アクセスできる。（紙書類を持ち出すことによる個人情報の流出が生じな

い。）

紙資料での持ち出しは個人情報保護の観点で制限がある
事務処理・業務の方法の問

題

業務実施体制の見直し

（業務処理の分担見直し・制度改正への対応方法や検討の仕方の見直

し・組織的な人材育成体制の確立の検討）

【紙資料の継続利用】

紙資料を継続して持ち出す場合は、個人情報の管理（考え方）に関す

るガイドラインを検討し直し、紙資料の適切な持出ルールを定める

紙書類として持ち出すことが可能な情報を整理し、システム化をしない場合で

も、被保護者の情報の持ち出しを可能とする。

第1回WT

第1回WT

第1回WT

第1回WT

第1回WT

新任とベテランのケースワーカーでは、能力（被保護者とのかかわり方・法制度

理解）に差があり、業務処理時間にムラが生じている

個人情報等の持ち出し/持ち帰りの対応に苦慮している1ケースワーク①（訪問関連）

訪問等の日程調整が難航する点や被保護者が不在で業務が滞ることがある

生活保護システムの情報を持ち出すことができず、訪問時における問い合わせ

対応がスムーズに実施できないことがある

ケースワーク①（訪問関連） 2

ケースワーク①（訪問関連） 3

ケースワーク①（訪問関連） 5

ケースワーク①（訪問関連） 7

解決策の実施後の生活保護業務の姿

（案）

問題 効率化・改善
WT回 WTテーマ No

訪問先の地図情報や生活保護システムの情報の事前メモ作成に時間を要して

いる

第1回検討会資料 再掲

問題点・課題を反映した現行業務フロー 問題点・課題一覧表
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◼ 業務効率化・改善のコンセプトの一つである業務時間の減少を実現するために、照会・情報収集、訪問準備・定型的事務処理の効率
化の実現方法を議論します。

◼ 業務効率化により生じた時間で、CWの育成や被保護者に対する対人援助の時間が増えていく想定ですが、ＣＷの法制度などの理解
における知識面のサポートはシステムの機能での実現も見込まれるため、実現方法について議論します。

2.未来の業務のあり方WTの検討の進め方

2.2. 業務効率化・改善のコンセプトの実現における議論対象

CWの能力向上
• 生活保護法制度の理解
• 他法他施策の理解
• 相談援助技術

他機関・庁内他部署CW

定型的事務処理
（一時扶助支給・ケース記録作成等）

対人援助
（訪問、家計改善支援、

通院付き添い 等）

他機関や庁内他部署に対する照会・情報収集

訪問準備・定型的事務処理

訪問準備
（情報持出・訪問連絡等）

CWの育成

被保護者に対する対人援助

時間の減少 時間の増加

被保護者CW

照会・情報収集

ケースワーカーの育成・被保護者に向けた対人援助へのシフト
効率化・改善のコンセプト

✓ システムによる知識面のサポート実現方法について議論✓ 事務処理効率化の実現方法について議論
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◼ まず、業務時間減少のための効率化の実現およびシステムによるCWの知識面サポートの実現に向けて、次の標準準拠生活保護システ
ムに求める機能、帳票、連携内容等について議論を行います。

◼ その後、仕様書案の具体的内容と実現性、実現に向けた課題の整理と対応方法の検討を行う想定です。

2.未来の業務のあり方WTの検討の進め方

2.3. 議論の進め方（想定）

成果物

使用
資料

議論
内容

標準仕様書（案）の具体的内容・実現に関する議論次の標準準拠生活保護システムに求める内容の議論

• 問題点・課題を反映した現行業務フロー（※昨年度作成資料）

• 問題点・課題一覧表（※昨年度作成資料）

• 変更後業務フロー（たたき台）
• システムに求める機能一覧（たたき台）
• システム連携先・連携情報（たたき台）

• 業務時間減少の実現に向けた効率化の実現方法について議論
（業務フロー変更案（たたき台）・システムに求める機能・帳票・関係機関との
システム連携等について議論する想定）

• CWの知識面をサポートするためのシステムの機能について議論

• 生活保護システム標準仕様書 第3.0版（案）
（※令和8年度以降に全国意見照会等を実施し、全国自治体の意見を収集する。その際に、適合基準日等も併せて議論する想定。）

• 生活保護システム標準仕様書 第3.0版（案）実現に向けた課題・対応方法

• 標準仕様書（案）実現に向けた課題・対応方法 一覧表

• 仕様書案の具体的な内容（機能要件・帳票詳細要件等）、実現
性と実効性について議論

• 実効性は高いが実現性が低いものについて、実現に向けた課題と対
応方法について議論

発散フェーズ 収束フェーズ
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◼ 業務時間減少に向けた効率化の実現方法、CWの知識面のサポートの実現方法について、テーマごとに次の標準準拠システムに求める
内容の議論（発散フェーズ）と仕様書案の具体的内容・実現に関する議論（収束フェーズ）を行う想定です。

2.未来の業務のあり方WTの検討の進め方

2.4. 今年度のWTのテーマ（想定）

回数（想定） テーマ（想定） 概要

第1回
（7月）

• 面接相談
• 訪問（初回・定期）

①効率化の実現方法

• 面接相談記録作成、訪問準備や訪問後のケース記録作成などの定型的事務処理

②知識面サポートの実現方法

• 面接相談や訪問（初回・定期）実施時における被保護者への法制度等の説明内容

第2回
（8月）

• 生活保護の決定処理
• 各種調査

①効率化の実現方法

• 新規の生活保護申請における決定処理、各種調査（預貯金や保険情報の照会・扶養照会・年金情報や他法情報の照会等）や照会、
他機関との情報連携、生活保護申請（変更）に基づく定型的な保護決定処理

②知識面サポートの実現方法

• 生活保護の決定における他法他施策の理解、保護費計算方法の理解

第3回
（9月）

• 医療扶助・介護扶助

①効率化の実現方法

• 医療券や介護券の発券等における定型的事務処理

• 医療機関や介護機関への照会方法・情報連携

②知識面サポートの実現方法

• 医療扶助制度・介護扶助制度の理解、医療扶助と介護扶助における他法他施策との関係性の理解

第4回
（10月）

• 経理・返還金・債権管理

①効率化の実現方法

• 経理・債権管理における事務処理

• 返還金や徴収金の決定や算定処理

②知識面サポートの実現方法

• 返還金や徴収金の算出方法



3.標準化PMOツールへの意見内容の共有
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◼ 自治体や各システム開発事業者から頂いている質問・回答内容の一覧表について、厚生労働省所管のHP上で随時公開していくことを
想定しております。

◼ 公開予定のHPのURLは、全国意見照会の事務連絡と併せて共有する想定です。

3.標準化PMOツールへの意見内容の共有

3.1.標準化PMOツールへの意見内容の共有方法

標準化PMOツール一覧表（イメージ）

レコード番号 質問者 業務名 質問カテゴリ 課題名 課題内容 PMOツール登録内容

270 自治体 生活保護 標準仕様書 標準仕様書1.1版への更新について

生活保護システム標準仕様書は、8月末に第1.0版が公表されました。複数のシステム事業者から、「年度末に第1.1

版への改定が予定されている」という話を聞いています。第1.0版ベースでFit&Gap分析を始めていますが、改定で大幅

に変わるようだとその作業が無駄になってしまいます。どのような課題が積み残されており、1.1版で変更になる可能性が高

い内容をご教示ください。

策定直前に開催された8月末の検討会資料でそのあたりが記載されているものと推察いたします。速やかに公表いただけ

ないでしょうか。

令和4年8月に標準仕様書1.0版が公表され、令和5年3月に標準仕様書1.1版が公表されています。

今後は、令和6年3月での標準仕様書2.0版の公表が予定されています。

2.0版の改定内容としては、以下を想定しております。

・機能要件・帳票要件・帳票レイアウトの変更

・機能要件の分割に伴う機能IDの再付番

・指定都市要件の追加

・オンライン資格確認に関する機能要件の追加

300 自治体 生活保護 標準仕様書 他システム連携について

機能要件「8.1他システム連携」・機能ID0210828に「個人住民税システムに、個人住民税情報を照会できること。」と

あります。

その他の項目でも「照会できること」とあり、下記の二つをイメージしました。

イメージ①：生活保護システムに税情報を取り込み、生活保護システム内に個人住民税税参照画面で確認する。

イメージ②：生活保護システムから個人住民税システムを起動させるボタンがあり、個人住民税システムの画面で確認す

る。

参照権限の設定の仕方と関係するため「照会できるること」のイメージをご教示ください。

システムの実現方法は、ベンダによって異なる点がございます。参考としてデジタル庁が公開している、データ要

件・連携要件の標準仕様書_総論に以下の記載がありますので、システム実装時にご活用ください。

■データ要件・連携要件の標準仕様書_総論p.23 記載内容

３.４ 連携技術仕様

　機能別連携仕様が規定するデータ連携は、「3.2 機能別連携仕様」の連携方法に準ずる。ファイル連携の場合

は、原則、差分連携とするが、事業者と地方公共団体の判断で全件連携とすることも可能とする。

(1) REST による公開用 API 連携

標準準拠システムは、当該標準準拠システムにおける機能別連携仕様に応じた、照会先のシステムの公開用 API を

呼び出し、データを取り込む。

(2)ファイル連携

提供側の標準準拠システムは、別に指定するフォルダに、提供するデータを保存したファイルを格納する。

照会側の標準準拠システムは、別に指定するフォルダに照会するデータを取りに行く。

626 自治体 生活保護 その他 標準化対象事務につきまして

本県では、生活保護システム標準仕様書の表１-１ 生活保護業務の整理に記載のあります「医療扶助」につきまして、

「医療扶助システム」というシステムを使用しております。この「医療扶助システム」につきましては、生活保護システムとは別

のシステムとして標準化対象となりますでしょうか。または、生活保護システムに含有される形となりますでしょうか。

貴自治体においては、医療扶助業務を「医療扶助システム」という独自システムを用いて行っている旨を認識しま

した。医療扶助システムは、自治体独自のシステムという認識であるため、標準化対象とはならない認識です。

機能要件をご覧いただければと思いますが、医療扶助業務については、生活保護システムに含有されている認識で

す。

1059 自治体 生活保護 標準仕様書 修正履歴付き標準仕様書の提供について
令和５年３月３１日に生活保護システム標準仕様書1.1版が公開されましたが、修正履歴付きの標準仕様書もご提

供いただけますでしょうか。

令和５年３月３１日に生活保護システム標準仕様書1.1版とそれ以前に公表された生活保護システム標準仕様書1.0

版との差については、1.1版公表の際に見え消しの媒体を併せて公表しているので、そちらでご確認ください。

また、標準仕様書1.1版からの変更箇所の把握が必要であるとのことであれば、令和5年度末に公開予定の生活保護

システム標準仕様書2.0版においては、修正履歴付きの標準仕様書の提供を検討します。

1343 自治体 生活保護 標準仕様書 自治体種別②・③について

機能・帳票要件1.1版にて追加された「自治体種別②・③」について、Fiｔ＆Ｇapを効率的に行うために、御教示願い

ます。

①都道府県

②団体内で複数の福祉事務所を所管（政令指定都市、一部の中核市等）

③団体内で単一の福祉事務所を所管（例：②以外の市区町村）

ここで、②の複数、③の単一は、保護実施機関の数を指すのでしょうか。

※板橋区は種別の例のうち、③に該当いたしますが、保護実施機関の数としては②の形態です。

保護実施機関の数を示すと認識しております。

しかし、自治体種別については、標準仕様書本編の記載において、各自治体は自治体種別の類型を、自治体の業務

の実情に基づいて選択することを可能にしているため、②と③のどちらを選択いただいても問題ありません。

1357 自治体 生活保護 標準仕様書
（別紙１）業務フローのExcel等の編集可能な

データ版での提供依頼について

標準仕様書の「（別紙１）業務フロー」について、現状PDFでの提供がなされているが、Excel等の編集可能なデータ版

での提供をお願いしたい。Fit＆Gapの作業を行う過程で、標準仕様書と現行業務のフローの違いを示した資料を作成

するにあたり、データでの編集が必要であるため、至急対応をお願いしたい。

Fit＆Gapの作業を行う過程で、編集可能なデータが必要な旨を認識しました。

標準仕様書「（別紙1）業務フロー」について、次版の改定の際にExcel形式での提供を行うことを検討します。

1708 自治体 - 標準仕様書
帳票へ電子公印を印字する際の透かし機能につい

て

・帳票に印字する電子公印について、標準仕様書には、「使用できること」「印字できること」といった記載はありますが

（ex.「児童扶養手当システム　機能ID0200016，0200022，0200118」「生活保護システム　機能

ID0210880，0210937」等）、「透かし機能（代表者氏名に重ねて印字する際に、物理的な押印と同様に、氏名

がつぶれないよう電子公印の空白部分を透過させる機能）」の記載がありません。この機能が実装できない場合、例えば

代表者が氏名の長い人に代わった際に、電子公印が氏名をつぶしてしまい印字できなくなる、といったことが想定されま

す。つきましては、以下の点についてご教示いただけますでしょうか。

Ｑ：電子公印の透かし機能について、以下のどれに該当しますでしょうか。

①標準仕様書に記載があり、実装可能である。（この場合、どこに記載があるかご教示ください。）

②標準仕様書に明記はされていないが、「印字できることと」の中で読める等、標準仕様書の解釈の範疇で実装して差

支えない。

③標準仕様書に記載がなく、実装不可である。

②に該当すると認識しております。

システムの実現方法については、システム実装時にベンダとご調整いただくことを想定しております。

PMOツール質問・意見　内容

公開先HP（想定） : https://www.mhlw.go.jp/stf/seiho_me.html



アビーム、ABeam及びそのロゴは、アビームコンサルティング株式会社の日本その他の国における登録商標です。

本文に記載されている会社名及び製品名は各社の商号、商標又は登録商標です。
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